
 

 

令和元年６月28日  

報道関係各位 

 

公立大学法人岩手県立大学平成 30事業年度に係る業務実績報告 

及び平成 30 年度決算（財務諸表等）について 

公立大学法人岩手県立大学（理事長：遠藤達雄、学長：鈴木厚人）では、地方独立行政法人法等の

規定に基づき、平成 30事業年度の業務実績について自己点検・評価し、「平成 30事業年度に係る業

務の実績に関する報告書」及び「平成 30 年度財務諸表等」としてまとめましたので、お知らせしま

す。 

記 

１ 平成 30 事業年度に係る業務実績報告 

(1) 本法人の第三期中期計画期間（平成 29 年４月～令和５年３月）では、東日本大震災津波から

の復興とその先を見据えた地域の未来づくりに寄与し、地域社会をリードするため、「ふるさと

の未来を拓き、未来を担う人材を育む学びの府」として、知事から指示された第三期中期目標に

掲げられている「いわて創造人材の育成と地域の未来創造に貢献する大学」を目指し、全学一体

となって計画に取り組んでいます。 

(2) 今般、平成 30事業年度における業務実績について自己点検・評価を行い、報告書を作成しま 

した。 

なお、報告書については、７月上旬、本学ホームページに掲載する予定です。 

(3) 本業務実績の評価については、岩手県地方独立行政法人評価委員会の評価を経て、今秋、同評

価委員会から公表されるものと見込まれます。 

２ 平成 30 年度決算 

(1) 本法人の平成 30 年度決算は、地方独立行政法人会計基準等に従って処理し、地方独立行政法

人法の規定に基づき、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類等）、事業

報告書、決算報告書として取りまとめたものであり、監査法人及び法人の監事により適正である

と認められたものです。 

(2) 財務諸表については、県の承認後、年内に県報において公告するとともに、一般の閲覧に供す

るものです。 

 

 

 【問合せ先】 

                        岩手県立大学企画室 藤村、和山 

                        TEL：019-694-2005 FAX：019-694-2001 

                        E-Mail：w_mizue@myk-office.iwate-pu.ac.jp 

 

〒020-0693 岩手県滝沢市巣子 152-52 www.iwate-pu.ac.jp/ 

広報情報グループ TEL 019-694-2005 



平成30事業年度に係る業務実績の概要について

“いわて創造人材の育成と
地域の未来創造に貢献する大学”

県から指示（H28.12.22）

第三期中期目標

第三期中期計画

ふるさとの未来を拓き、未来を担う人材を育む
「学びの府」として地域に貢献

・初年次教育や高年次基盤教育など、専門教育との有機的な連携に配慮した基盤教育課程の
構築

・学部横断的に学ぶ副専攻「いわて創造教育プログラム」や各学部の専門を生かした地域志
向教育の充実

・課題解決型授業や演習・実習の充実等による能動的学習の推進
・グローバルな視野を涵養するため、体系的な授業科目の編成と海外研修や留学生との交流
機会の拡充

・効果的な志願者確保と研究科を含めた各課程における入学定員の充足
・キャリア教育やインターンシップ等を通じた確実な就業力の育成と県内就職の促進

【教育】全学的な教学マネジメントの下、各学部の特性に応じた「いわて創造人

材」を育成（17の計画項目）

（ポイント）いわての「未来を創造する人材」を育成するため、産業界・地域等との連携のもと、
いわてをフィールドとした地域志向教育の充実と学生の主体的学修を促す能動的学習の推進

区分 分野 取り組んだ事項 業務実績

ＡＡ

教育
・グローバル人材の育成につながる教育
体系の整理、外国人等による多文化
理解促進講座等の定期開催【№10】

・大学主催海外研修参加学生数 97人（平成29年度比37人増）、外国人学生数（留
学生数）21人（平成29年度比３人増）、在住外国人による母国文化紹介の開催
６回 参加者数 延べ90人（平成29年度比10人増）

研究
・研究マップやシーズ集等の広報ツール
の作成【№19】

・成果報告集２種類を作成、科学研究費補助金「分科細目表」に準拠した分野別に閲
覧できる研究マップを作成し、研究成果を積極的に発信

地域
貢献

・戦略的研究プロジェクトの紹介動画の
作成とホームページへの掲載
【№24】

・戦略的研究プロジェクトの概要及び五つの研究チームを紹介する動画を作成しホー
ムページに掲載

業務
運営等

・開学20周年を記念した様々な媒体に
よる広報の実施【№41】

・特別番組を放送し10月平均視聴率は約11％、「【東北編】大学ブランド力ランキ
ング」11位（平成29年度16位）

Ａ

教育

・いわて創造教育プログラムのキャップ
ストーン科目「いわて創造実践演
習」の開講【№３】

・学部・短期大学部の特色に合わせた効
果的な志願者確保への取組
【No.12】

・キャップストーン科目「いわて創造実践演習」を開講、「いわて創造士」の称
号を４人の学生に授与

・高校訪問（延べ266校）、本学主催の入試相談会（３回）、オープンキャンパス、
進学サイトでのメッセージ配信等の実施

研究
・学外ニーズと学内シーズの積極的な
マッチング等による外部研究資金獲
得の促進【№21】

・コーディネーター等が企業訪問や各種セミナー等に参加（自治体・企業等との
面談延べ190件 うち教員とのマッチング96件）

地域
貢献

・産学公連携による共同研究の推進
【№26・27】

・県内在住の外国人等の様々な課題解決
に向けた地域協働研究の推進
【No.28】

・地域協働研究（10課題）の実施による地域人材の育成

・顕在化している医療や観光に関する課題解決のための研究（５課題）の実施

業務
運営等

・教職員の資質向上【№34】 ・盛岡広域振興局へ職員１人を派遣、事務局人材育成ビジョン＆プランに基づく
各種研修の実施、「FD・SDの日」における高等教育セミナーの実施（２回）

Ｂ

教育
・基盤教育カリキュラムの導入【№２】 ・全学部の合意形成を図るため、引き続き検討する

研究
・学術研究交流の活性化・国内外研究者
の交流【№20・22】

・国際協定締結大学との研究者交流の一部が未実施のため、引き続き取り組む

地域
貢献

・各部局で開催する公開講座の全学的な
体系化【№23】

・各学部等の実績を取りまとめて整理を行い、引き続き基本的事項について検討
する

業務
運営等

・業務マニュアルの整備【№37】 ・マニュアルが未整備の業務について、引き続きマニュアル化を検討する

【研究】 教育と地域貢献を支える研究活動の強化（５の計画項目）
（ポイント）いわての「豊かなふるさと」の創生を支えるための戦略的な研究活動の強化

H29.4.1～R5.3.31
（６年間）

教育と地域貢献の根幹となる高い研究力

・地域ニーズに応じた実践的研究の推進と専門領域を横断した学術研究交流の活発化
・コーディネート機能の充実強化と外部研究資金への応募（申請）、採択の促進

【地域貢献】 地域の「知の拠点」として、地域の課題解決とグローバル化に対応（７の計
画項目）
（ポイント）いわての「グローバル化」を促進するための多様な文化や価値観の理解促進支援
ネットワークの構築

・地域政策研究センター及びいわてものづくり・融合テクノロジーセンターを中心とした産
学公連携による共同研究等の実施

・地区単位の国際交流団体間の支援ネットワークの構築と多文化共生社会の実現に向けた施
策の提案と実践

・東日本大震災津波からの復興及びふるさと振興に向けた取組（学生ボランティアのノウハ
ウの継承、各学部の特性を活かした協働事業等）の推進と「ふるさといわて創造プロジェ
クト」の継続実施

【業務運営等】教育研究活動を支える自主的・自立的な法人運営（16の計画項目）

・大学情報のデータを総合的に分析・活用・情報発信する体制（ＩＲ）の整備
・研究科の再編等教育課程や教育研究組織の見直し・再構築
・大学運営に必要な教職員の能力・資質向上のため、ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメ
ント）とＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）を融合させた研修等の実施

・男女共同参画における本学の基本方針の下、ワークライフバランスに配慮した環境の整備
・学生納付金や外部資金の積極的な確保に加え、同窓会組織の充実強化等による寄附金収入
の確保

内部質保証システムによる進行管理 （全学共通計画45項目）
・全学共通の中期計画を基に、部局個別の６年間の計画を策定。また、中期計画を
確実に達成するため、各学部及び各本部等においては、６年間の工程表を作成
・中間（４年後）及び最終（６年後）段階における「目指す成果・達成状態」とともに、達
成度のメルクマールとして「数値目標」を設定

第三期中期計画の２年目となる平成30事業年度は、45項目
からなる事項別計画のうち、ＡＡ（特筆すべき進行状況にあ
る）が20％（９項目）、Ａ（計画どおりに進んでいる）が
53.3％（24項目）、Ｂ（おおむね計画どおり進んでいる）が
26.7％（12項目）となり、おおむね計画どおりに進んでいる。
具体的には、グローバル人材の育成や研究成果の積極的な発

信・活用、開学20周年を契機とした広報の充実等に成果が
あった。一方で、全学的な検討が必要となる基盤教育カリキュ
ラムの導入や公開講座の体系化等については引き続き取り組ん
でいくこととした。

未来創造に
資する地域貢献

未来を切り拓く
力を高める教育

区分（自己点検・評価） 項目数 割合（％）

ＡＡ（特筆すべき進行状況にある） 9 20.0

Ａ（計画どおり進んでいる） 24 53.3

Ｂ（おおむね計画どおり進んでいる） 12 26.7

Ｃ（やや遅れている） 0 0.0

Ｄ（重大な改善事項がある） 0 0.0

計 45 100.0

平成３０事業年度の主な取組状況



令和元年6月28日
岩 手 県 立 大 学

○

○

○

○

【主な収益の推移】 (単位：千円)

区　分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 (H30-H29)

3,885,063 3,858,504 3,817,901 3,791,575 3,693,065 3,600,421 ▲ 92,644

1,463,788 1,497,273 1,479,735 1,461,640 1,446,585 1,451,380 4,795

84,716 89,811 68,973 63,051 409,885 285,145 ▲ 124,740

95,630 102,603 116,779 84,895 66,778 98,675 31,897

※　運営費交付金収益は、県の交付算定ルールにより減額となっています。

※　学生納付金収益は、授業料収益、入学金収益及び検定料収益の合計額です。

※　補助金収益のうち、大規模施設修繕に係る県の補助金は265,291千円です。

○

○

○

【当期総利益の推移】 (単位：千円)

区　分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 (H30-H29)

経常費用 5,500,933 5,685,389 5,767,667 5,937,483 5,809,606 5,447,359 ▲ 362,247

経常収益 5,782,489 5,847,537 5,727,026 5,635,032 5,848,835 5,658,337 ▲ 190,498

臨時損失 208 0 0 0 454 17 ▲ 437

臨時利益 208 0 0 0 454 317 ▲ 137

171,296 178,688 343,672 633,037 232,527 167,628 ▲ 64,899

当期総利益 452,851 340,836 303,031 330,587 271,756 378,905 107,149

◎

【問合せ先】
岩手県立大学事務局総務室
℡019-694-2036

　平成30年度は、一定の利益を計上することとなりましたが、18歳人口の減少、地域社会のグローバル化、震
災からの復興等の環境下で、本学は、永続的に県民等の期待に応えられる大学として健全経営に努め、今
後とも公立大学としての使命を果たしてまいります。

　目的積立金については、大規模施設修繕経費、学内情報システムの備品更新経費などに充てるため、1億
6,700万円余を取崩して充当しました。

■　当期総利益の状況

　これらの結果、当期総利益は3億7,800万円余と前年度と比較し1億700万円余の増となりました。

　この当期総利益は、次年度以降の教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善に充てるた
め、目的積立金に積み立てるよう県と協議しております。

目的積立金取崩

※　地方独立行政法人の損益計算書では、経常費用から経常収益を控除して経常利益を示したあと、臨時損益項目
を加減して当期純利益が示され、さらに目的積立金取崩額等を記載して当期総利益が最終行で示されます。

※　本学の当期中期計画において、目的積立金は、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善に充
てることとしてします。

産学連携等研究収益

平成30年度(第14期事業年度)公立大学法人岩手県立大学決算概要について

地方独立行政法人の損益計算書（運営状況）の表示ルールに従い、その概要をお知らせします。

■　事業の実施に係る費用の状況

　経常費用は、総額54億4,700万円余と前年度と比較し3億6,200万円余の減となりました。

　これは、人件費のほか、大規模施設修繕等のうち一部を固定資産に計上したことによる減が主な要因であ
ります。

■　費用に対する財源手当の状況

　経常収益は、総額56億5,800万円余と前年度と比較し1億9,000万円余の減となりました。

　これは、県からの運営費交付金収益などが減、大規模施設修繕等のうち一部を固定資産に計上したことに
よる補助金収益の減が主な要因であります。

運営費交付金収益

学生納付金収益

補助金収益



 

                                                                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                          

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公立大学法人 岩手県立大学 平成３０年度決算の概要  
令和元年 6 月 28 日 

岩手県立大学 

【経常費用】

教育研究
支援経費

128,874千円

(2.4%)

産学連携等
研究経費

93,597千円

(1.7%)

一般管理費等
394,947千円

(7.3%)

研究経費
459,683千円

(8.4%)

教育経費
1,205,255千円

(22.1%)

人件費
（役員・職員）
846,167千円

(15.5%)

人件費
（教員）

2,318,835千円

(42.6%)合計5,447,359千円

【経常収益】

運営費交付金
3,600,421千円

(63.6%)学生納付金
1,451,380千円

(25.7%)

資産見返
負債戻入

98,989千円

(1.7%)

産学連携等
研究

98,675千円

(1.7%)

寄附金
27,622千円

(0.5%)補助金等
285,145千円

(5.0%)

その他
96,105千円

(1.7%)

合計5,658,337千円


